
１．業務名

２．所属事務所

３．方式

４．公示日

５．選定通知日

６．特定通知日

技術提案書提出者 特定の
有　無

(株)興和 ○

日本工営(株)

以下余白

令和7年6月27日

令和7年7月30日

特定されなかった理由

　評価の着目点のうち、予定技術者の業務成績、実施方針におけ
る業務理解度、実施手順及びその他並びに評価テーマに対する的
確性において他社が優位と判断したため、非特定とした。

プロポーザル方式における特定結果書

令和７年度大河津分水路法面対策検討業務

信濃川河川事務所

簡易公募型プロポーザル方式

令和7年6月9日


